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『都産健協』会報 第４７号

2024 年 10 月１日

ゼラニウム

　東京産業保健総合支援センターの
　取組について

 独立行政法人労働者健康安全機構

 東京産業保健総合支援センター　副所長　上村　和也

　日頃より東京都産業保健健康診断機関連絡協

議会並びに会員の皆様方には、東京産業保健総

合支援センターの事業運営にご理解・ご協力を

賜り厚くお礼申し上げます。

　産業保健の分野においては、過重労働、メン

タル不調、健康管理、化学物質管理、治療と仕

事の両立等、さまざまな課題があり、当セン

ターは、これらの課題に日々向き合う産業保健

スタッフの方々に対する各種支援を事業内容と
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しております。

ここでは、当センターが現在、重点項目とし

ている取組及び地域産業保健センターにおける

取組についてご紹介いたします。

１　産業保健関係者育成のための専門的研修

　主に当センター専門スタッフ(産業保健相談
員)が講師となり、産業保健に関係する全ての
方に対し、 専門的且つ実践的能力の向上を図る
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事を目的に実施しています。

　現在、日医認定産業医の単位を取得できる

「認定産業医研修」、衛生管理者・産業看護職・

人事労務担当者といった産業保健スタッフ等を

対象とした「産業保健研修」の２種類としてい

ます。

　メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支

援、過重労働対策などの産業保健に携わる方に

とって必要な知識を得る内容のものから、産業

看護職に限定したもの、事例検討のグループ

ワーク、作業環境測定の実習等、実践的な内容

のものまで、幅広い内容を取り上げています。

詳しくは、当センターのホームページをご覧

いただき、興味・関心をもったテーマの研修が

ありましたら是非お申し込みください。

２　メンタルヘルス対策

近年、精神障害に係る労災請求件数は右肩上

がりに増加しており、職域におけるメンタルヘ

ルス対策の重要性はますます高まっている状況

にあります。

当センターにおいては、ストレスチェック制

度導入、「心の健康づくり計画」の策定、事業

場内体制の整備等について、「メンタルヘルス

対策・両立支援促進員」が事業場を訪問し、「何

からどのように取り組むのか」等、具体的なア

ドバイスを行っています。

３　治療と仕事の両立支援

がんをはじめとした病気を抱えながらも働く

意欲・能力のある労働者が、仕事を理由として

治療機会を逃すことなく、治療の必要性を理由

として職業生活を妨げられることなく、適切な

治療を受けながら生き生きと就労を続けられる

職場環境をつくるための支援として、「メンタ

ルヘルス対策・両立支援促進員」や保健師など

の専門家が事業場を訪問し、制度導入支援や意

識啓発を図る教育等を実施しています。

また、事業主向けセミナーの実施、関係機関

への啓発活動により、両立支援事業の周知を図

ります。

４　地域産業保健センターにおける取組

都内18箇所（労働基準監督署の管轄区域ご
と）に設置している地域産業保健センターにお

いては、労働者数50人未満の産業医の選任義務
のない小規模事業場に対し、健康診断実施後の

医師の意見聴取、長時間労働者・高ストレス者

の面接指導等の産業保健サービスを提供してい

ます。
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５月９日（木）、文京区民センターにて2024
年度定期総会を開催しました。

まず都産健協　栁澤信夫会長の開会挨拶の

後、来賓として東京労働局労働基準部健康課課

長の坂本直己様、そして東京産業保健総合支援

センター副所長の上村和也様をお招きしてご挨

拶をいただきました。

その後、2023年度事業報告及び収支決算に
ついて、2024年度事業計画及び収支予算につ
いて、2024年度の役員・部会等の改選人事案件
について、新規入会及び退会機関について、東

京都労働保険事務組合連合会委託先事業所の健

康診断の継続について報告・審議をし、役員会

の原案通り承認され、最後に小林登副会長から

の閉会挨拶で終了しました。

総会後には公益社団法人全国労働衛生団体連

合会会長、北里大学医学部名誉教授の相澤好治

先生より「一般健康診断検査項目のこれまでの

経緯と今後の行方」と題してご講演をいただき

ました。

終了後は後楽園飯店にて懇親会を行い、活発

な交流と情報交換の場となりました。

都産健協　2024年度定期総会概要

定期総会概要

都産健協　栁澤会長

定期総会の様子

東京労働局健康課　坂本課長

都産健協　小林副会長

全衛連　相澤会長

東京産業保健総合支援センター
上村副所長

総会後の懇親会



4

『一般健康診断検査項目のこれまでの経緯と今後の行方』

公益社団法人　全国労働衛生団体連合会　会長

北里大学医学部　名誉教授　相　澤　好　治

明治から戦前までは労働衛生の大きな目的は

労働力の確保であり、健康診断の主な目的は病

気を早く見つけて早く治療しようということで

した。それが現在は二次予防から一次予防にシ

フトしています。いまの健康診断はリスクを見

つけるということに大きな目的があり、その

後、本人が生活習慣を変えることによって効果

を発するわけです。もう１つの目的は少子高齢

化の中、労働力人口を確保するということが産

業保健の大きな課題になっています。

明治３年、兵士に対して健康診断が行われま

した。これが最初の健康診断です。明治21年に
始まった学徒に対する健康診断はどんどん進歩

して現在の学校の健康診断となりました。労働

者に対する健康診断は昭和13年に年１回の健
康診断が行われるようになりました。戦争の足

音が聞こえ始めたころから健康診断もかなりき

ちんと行われるようになりました。健康診断は

工場医が行い注意を要する者には医師の意見を

徴して療養の指示などを命じていました。昭和

22年は「労働基準法」ができ、医師である衛生
管理者を選任することが決まり医療面や生活面

での結核患者指導区分が指示されました。昭和

47年には「労働安全衛生法」が制定され産業医
という言葉ができました。胸部エックス線撮影

が必須となり、過労死が業務上疾病として認め

られ一般健診の対象労働者が全労働者になりま

した。併せて職業がんの対策も始まりました。

平成21年に結核健診は廃止になりましたが、
胸部エックス線検査は40歳以上と40歳未満は
節目検診でやるべきとなっています。平成以降

は、がん健診と海外派遣労働者に対する健診も

行われるようになりました。深夜業に従事する

労働者に対して自発的な健康診断も行えるよう

になっています。また、二次健康診断を労災保

険で行うことにもなりました。中高年齢労働者

に対する対策も始まり特定健康診査、いわゆる

メタボの健診が始まりです。

母子に対する健康診断は昭和52年にはじま
り、市町村事業として１歳６カ月児の健康診査

が行われるようになりました。

総会記念講演
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昭和53年ごろからは「中高年齢労働者の健康
づくり運動」が行われ、これがTHP、トータ
ル・ヘルスプロモーション・プランになってい

きます。令和５年、厚生労働省はメンタルヘル

ス対策の強化と女性の健康支援、そして高齢者

のフレイル、ロコモティブシンドローム、女性

の場合は骨粗鬆症の問題に取り組むとしていま

す。事業者と医療保険者との連携を強化するた

めに、健康診断の記録を電磁的な方法で保存・

管理することが重要です。スマートな疾患管理

のためにはビジュアル化の必要があります。治

療を受けたかどうかも検査結果も並んで出るよ

うなデータを個人個人が持つことが必要です。

一般健診の見直しにおいて、労働者の多様

化、高齢化、女性労働ということで項目の見直

しをしますが、胸部エックス線が一番大きなポ

イントになるのではないかと考えます。平成17
年の結核健診廃止に伴い、検討会では40歳以上
の定期健康診断における胸部エックス線撮影は

必要とされました。肺がんのリスクや結核だけ

でなく、特に慢性閉塞性肺疾患は胸部エックス

線撮影をする意義があります。胸部エックス線

撮影は唯一形態学的な検査で５年ごとの経年変

化を見る意義があります。学校や病院、診療所、

助産所、介護老人保健施設等の事業者は集団感

染のリスクがあり健康経営を推進することで総

合的に健康な労働者を確保することが必要で

す。外国人労働者も増え、結核を中心とした感

染症のリスクが高くなります。このようなこと

から、やはりまだ胸部エックス線撮影は続けて

いくべきではないかと私は思います。また、新

しく厚生労働省が始めたリスクアセスメント対

象物健康診断は大きな理由になります。いまま

での健康診断は、健康な寿命を延ばすというの

が第一の目標でした。これからの健康診断の目

標は充実したＱＯＬを伸ばすことです。疾病発

見からリスクの発見が大きな目標になっている

ことを産業保健職が認識して、事後措置と健康

教育をきちんとすることが必要です。
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産業保健フォーラム IN TOKYO 2024のご案内
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一般社団法人日本健康倶楽部は、昭和42年に
「健康の保持増進に関する各種の事業を推進す

ることにより、国民の健康の積極的増進ならび

に疾病を予防及び改善することを目的」として

設立され、現在、全国17支部19診療所を通じ
て、主に巡回健診により、住民健診、学校健診、

定期健康診断や生活習慣病予防健診、特殊健診

など年間延べ200万人の各種健診を実施してお
ります。　　

また、健診結果に基づき、保健指導、食育・

栄養指導、運動指導等の積極的な実施に取組

み、生活習慣病の一体的な予防を実施しており

ます。

当法人では、膨大な健診データ及び問診デー

タを有していることから、学術的・疫学的な視

点から総合的に統計処理を行い、今後の健康診

断や保健指導等に役立たせるべく、健診データ

集計解析事業を2008年度から実施しておりま
す。

現在は、全体集計、支部毎、問診、業種毎、

職種毎および地域毎の集計並びに分析し、報告

書の発行や公益社団法人日本人間ドック・予防

医療学会学術大会等での発表を行っておりま

す。健診データ分析の結果を内外に広く情報発

信し、それに付随する様々な活動に繋げていく

ことで、健診や国民の健康づくりを推進すると

ともに、少しでも多くの事業所が健康経営に取

り組むように支援していきたいと考えておりま

す。

その他の活動としましては、巡回健診におけ

る適正運営及び精度管理向上のため、各団体の

精度管理評価や認定を受けるほか、当法人内で

「巡回健診評価機構」を創設し、巡回健診に特

化した210項目に亘る審査項目について、３年
に一度の実地審査を行っております。

より一層の受診者の皆さまの安心と信頼を確

保し、質の高い健康診断を受けていただけるよ

う取り組んで参る所存です。

『国民の皆さま一人ひとりの健康づく
りのために』

（一社）日本健康倶楽部　東京支部

会員機関紹介

BMLは創業以来、臨床検査事業を中心に医
療の向上に努め、数多くの実績を積んできまし

た。現在は、特殊検査・研究検査までを網羅す

る受託臨床検査センターとなり、多方面から高

い評価をいただいております。その臨床検査で

培ってきた先進かつ高度な技術と豊富なノウハ

ウを、予防医学分野へも応用し、多くの健診機

関様に支えられ、血液検査を通じて業界の発展

に貢献してまいりました。

また、「豊かな健康文化を創造します。」を企

業理念として、これまで３つの強みを育成して

きました。

「営業ネットワーク」迅速かつ的確なサービ

スを提供できるように、日本全国に100カ所を
超える営業拠点を張り巡らせています。さらに

約2,300名の専属集配スタッフが対応すること
でご依頼いただいた検体は迅速に近隣ラボに搬

入し、データの経時変化を防止、品質・精度管

理を徹底しています。

「システムネットワーク」60年以上にわたっ
て医療現場に携わってきた知識と経験を生か

し、日々の診療を支える多様なシステムサービ

スを提供しています。

「ラボネットワーク」BML総合研究所が有す
る最高水準の検査技術をより多くのお客様に提

供するため、地域ラボと連携して、ラボネット

ワークを形成しています。作業の標準化、統一

化された機器・設備の導入などにより、全国ど

こでも均質な検査が可能です。地域ラボを拡張

していくことにより、さらなる地域密着型の検

査サービスを実現していきます。

BMLは社長ならびに副社長の二人の経営者が
10年を優に越す期間を臨床医として患者の生死
に関わる医療に携わってきた経験を踏まえ経営し

ています。BMLはこの優位性を最大限に活かし、
医療の後方支援と同時により良い健康を創造す

ることで評価される企業でありたいと思っていま

すので、会員健診機関の皆様には変わらぬご支

援とご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。

『医療の後方支援と同時により良い健
康を創造する』

株式会社ビー・エム・エル

賛助会員機関紹介
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株式会社イリモトメディカルは、放射線診断

専門医である煎本正博（現代表取締役会長）が

創業して以来、20年以上、予防医療分野での遠
隔読影サービスのリーディングカンパニーとし

て活動してきました。当社は全国の健診施設か

ら画像の遠隔読影を受託し、年間100万件の読
影実績を誇ります。

サービス概要

当社の遠隔読影サービスは高度な専門知識と

最新技術を組み合わせることで精度の高い診断

を実現しています。特に胸部単純写真の読影に

はエルピクセル株式会社のAI技術「EIRL 
Chest Nodule（※）」を導入し、AIと読影医
のハイブリッド型二重読影システムを運用して

います。このシステムにより、読影医はAIの
サポートを受けつつも、高い読影効率を維持す

ることが可能です。読影医は皆、放射線科医を

中心としたベテランの専門医であり、高い専門

性と精度で読影を行います。これによりクライ

アント施設様への迅速かつ正確な読影結果報告

が可能となり、医療の質の向上に貢献していま

す。

技術革新と社会的貢献

当社は技術革新を通じて持続可能な医療シス

テムの構築を目指しています。AI技術の進化
に伴い、複雑な病態の早期発見や精密な診断が

期待されており、予防医療から健康寿命の延長

への取り組みを進めています。また、医療アク

セスの格差を解消し、限りある医療リソースを

効率的に提供することを理念としており、全国

の医療施設が高品質な読影サービスを受けられ

るよう努めています。当社のサービスは医療施

設が高価なAI機器を購入することなく、最新
のAI技術を活用した専門医の読影結果を得る
ことができ、業務負担の軽減と読影精度の向上

を実現しています。

『AIと専門医の融合で安心と幸せを
創っています』

株式会社イリモトメディカル

新入賛助会員機関紹介 結び

株式会社イリモトメディカルは、最新技術と

専門知識を駆使して、医療の質を向上させるこ

とに尽力しています。技術革新を推進し、健診

を実施する医療機関のニーズに応え、社会全体

に安心と幸せを提供していくことを目指してま

いりますので、どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。

※販売名： 医用画像解析ソフトウェア　EIRL 
X-Ray Lung nodule

製造販売承認番号：30200BZX00269000
製造販売業者：エルピクセル株式会社

URL：https://irimotomedical.co.jp/
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副会長就任のご挨拶

公益財団法人東京都予防医学協会

代表理事・理事長　久布白　兼　行

　この度、都産健協の副会長に就任いたしまし

た公益財団法人東京都予防医学協会の久布白と

申します。私は数年前まで大学病院など急性期

病院で産婦人科医としてとくに婦人科診療に従

事してまいりました。そのため産業衛生をはじ

め予防医学についてはこれから多くの勉強が必

要と考えています。

　都産健協は職域における定期健康診断の有所

見率状況調査や産業保健にかかわる講演などを

通して職域・産業保健に関する重要な情報を共

有・発信する場と認識しております。昨年と今

年の総会において、定期健康診断の状況調査で

は実に詳細な有所見率のデータを提示していた

だきました。また、相澤好治先生のご講演は日

本の一般健康診断について産業保健の歴史的変

遷にはじまる壮大な内容でしたが、大変勉強に

なると同時に感銘を受けた次第です。

さて、令和６年６月21日に閣議決定された
「経済財政運営と改革の基本方針2024」におい
て、予防・重症化予防・健康づくりの推進とし

て、第３期データヘルス計画に基づいて保険者

と事業主の連携の深化を図り、また、大規模実

証研究事業の活用などにより保健事業やヘルス

ケアサービスの創出を推進することなどが記載

されています。今後、全世代型健康診断として、

保険者と事業主の連携、ウエアラブル端末など

の活用による健康データの利活用、若い時期か

らのプレコンセプションケアなどの重要性は増

すものと思われます。そして今後高齢の就業者

が増加すると見込まれる社会のなかで、職域・

産業衛生の果たす役割は大きくなるでしょう。

微力ではありますが、都産健協のご発展に寄

与できるよう取り組んでまいる所存です。どう

ぞよろしくご指導・ご鞭撻のほどお願い申し上

げます。

副会長就任のご挨拶

 東京都産業保健健康診断機関連絡協議会
 事務局連絡先：東京都文京区西片1-15-10（医社）同友会
 TEL03-3816-2250　FAX03-3818-9277
 事務局責任者　渡辺　新吉
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